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東京都教育委員会
教育委員長　　　　　木村　　 孟殿
教育長　　　　　 　　比留間 英人殿
人事部職員課長　　　 飯島　 昌夫殿
「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
　　　　　　　　　　 　　　　共同代表　　　星野　直之　　　岩木　俊一　　
　
人事部職員課は10月22日、9月6日の最高裁判決で減給処分を取消された現職の教職員に対して、「2005年、2006年の職務命令違反に関して」との名目で10月25日に事情聴取を行う旨、当該校の校長を通じて通知してきました。
　
しかしながら2005年、2006年の「職務命令違反」にかかわる処分についてはすでに本年9月6日の最高裁判決により、減給・停職処分は都教委側の「裁量権濫用、違法」と司法判断が確定しています。
都教委は最高裁判決を謙虚に受け止め、違法な処分により言葉に尽くせぬ精神的、経済的な損害を被った被処分者への謝罪と名誉回復・権利回復を早急に行うべきであります。また、司法によって違法と断罪されるような処分を引き起こした組織の在り方を点検し、責任の所在を明らかにするとともに、これまでの10.23通達、校長の職務命令、累積加重処分システムと再発防止研修体制という「日の丸・君が代」強制の一連の施策を抜本的に見直し、反省すべきであります。
すでに9月9日、また昨日10月23日と私たちは繰り返し、9／6最高裁判決を受けて、都教委の謝罪と、教育委員会でのこの問題に対する抜本的な再検討・協議、さらに被処分者の会及び同弁護団との話し合いを求めてきました。(10／23の申し入れ書は教育情報課に提出済)
しかるに、現在まで、違法処分に対する反省も、当該被処分者に対する謝罪も釈明も、また教育委員会での協議・再検討も一切なされておりません。にもかかわらず、すでに最高裁によって処分を取消された教職員に対して、「2005年、2006年の職務命令違反に関して」の「再事情聴取」を通知するとは、本末転倒も甚だしいものがあります。
東京の教育行政に責任を負うべき都教委の良識・見識を疑わざるを得ません。同時に10.23通達関連の「事情聴取」が「処分」のための「手続き」としてなされてきたこの間の事実を想起する時、この「再事情聴取」が「再処分」のための前提ではないかとの憂慮と激しい怒りを禁じえません。再事情聴取や再処分は決して許されることではありません。
さらに、児童・生徒との授業や、ホームルーム、クラブ活動等での触れ合いこそが本務である教職員の本来の仕事の時間と場を奪う「再事情聴取」の設定に都教委の学校現場の実情への無知、無理解を感じないではおれません。
１．違法な処分を反省し、当該被処分者に謝罪すること。
２．10月25日の「再事情聴取」を中止すること。
以上２点を強く要請し、該当者及び本会への本日中の回答を要求いたします。
連絡先　　　「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
　　　　　　　事務局長　近藤徹　　
